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序     文 
 

 独立行政法人国際協力機構は、マレーシア国関係機関との討議議事録（Record of Discussions: R/D）

に基づき、2002年 3月 15日から 2年間の予定で、同国農業の主要作物であるオイルパームの茎葉

（Oil Palm Frond: OPF）を活用して粗飼料を製造・流通させ、同国の畜産振興を図ることを目的と

した技術協力プロジェクト「マレーシア未利用資源飼料化計画フォローアップ」を実施しています。 

 プロジェクト終了を控え、当機構は、2003年 12月 14日から同 25日まで、当機構農業開発協力

部長 中川和夫を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣し、マレーシア側評価チームと合同で、

評価 5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）を中心に総合評価を行うととも

に、今後に向けての提言を取りまとめました。 

 これらの評価結果は、日本及びマレーシア側双方の評価調査チームによる討議を経て、合同評価

報告書としてまとめられ、署名を取り交わした上で、両国の関係機関に提出されました。 

本報告書は、同調査団の調査・評価及び協議の結果を取りまとめたものであり、今後広く関係者

に活用されることを願うものです。 

最後に、本調査の実施にあたり、ご協力頂いたマレーシア側政府関係機関及び我が国の関係各位

に厚く御礼申し上げるとともに、当機構の業務に対して、今後とも一層のご支援をお願いする次第

です。 
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評価調査結果要約表 

 
I．案件の概要 

国名：マレーシア国 案件名：未利用資源飼料化計画（フォローアップ） 
分野：畜産振興 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：農業開発協力部畜産園芸課 協力金額：約 50,000千円 
協 
力 
期 

(R/D)：1997.3～2002.3 先方関係機関：マレーシア農業開発研究所 
（ Malaysian Agricultural Research and Development Institute: 

    MARDI ） 
間 (延長)： 日本側協力機関：農林水産省、独立行政法人国際農林水産業研

究センター（JIRCAS）他 
 (F/U)：2002.3～2004.3 他の関連協力： 特になし 

１．協力の背景と概要 

  マレーシア国内における畜産物の需要は増加傾向にあるが、同国における畜産業の歴史は浅いため、十分な
生産体制が確立されておらず、牛肉の自給率は 25％、乳製品の自給率においては 5％に満たない状況にある。
一方、乳牛等の反芻家畜産業の振興には、粗飼料の安定的供給体制の確立が不可欠であるが、粗飼料確保のた

めの新たな草地造成等は森林資源の保護の観点からも困難な状況にある。  
 このような中、独立行政法人国際農林水産業研究センター（JIRCAS）はマレーシア農業開発研究所（MARDI）
とともにマレーシア国の農業における主要作物である油椰子（オイルパーム）の茎葉等を粗飼料として活用す

るための基礎的な共同研究を約 10年間行い、オイルパームの粗飼料としての栄養学的価値が確認された。マレ
ーシア政府はこの共同研究の成果を踏まえ、オイルパームの茎葉を利用した粗飼料製造の実用化を図るため、

1994年 10月、プロジェクト方式技術協力を我が国に要請した。 
  これを受けて JICAは、農業副産物であるオイルパーム茎葉（Oil Palm Frond: OPF）を利用して粗飼料の安定
的供給を図るため、OPF 飼料製造パイロットプラントの開発、OPF 飼料を使用した適切な飼養管理方法の開発
等を目的とし、1997年 3月より 5年間の技術協力を実施した。しかし、パイロットプラント設置の遅れ、また
OPFが全く新しい加工原料であるという特殊性から OPF飼料製造パイロットプラントの安定的稼動、OPF飼料
を使用した家畜飼養管理の分野でプロジェクト活動が大幅に遅延した。このため 2001年に実施された終了時評
価において、プロジェクト期間内にプロジェクト目標を達成することは困難と判断されたことから、2002 年 3
月より 2年間のフォローアップ（F/U）が開始された。 

 
２．協力内容 

(1) 上位目標： 
オイルパーム産業の農業副産物を利用した飼料の安定供給によってマレーシア国の畜産振興を図る 
(2) プロジェクト目標 
オイルパーム副産物を飼料に変換する効率的、実用的技術が開発される 
(3）成果 
1) オイルパーム茎葉及びその他の副産物を飼料に加工する飼料製造技術が開発される 
2) オイルパーム副産物飼料による家畜飼養管理技術が開発される 
3) 畜産現場における飼料の適応性が実証される 
(4) 投入（評価時点） 
日本側： 

         長期専門家派遣       3名 機材供与      約 2,700万円 
         短期専門家派遣       6名 ローカルコスト負担 約 2,300万円 
         研修員受入         10名  
       相手国側： 

カウンターパート配置    35名    
         ローカルコスト負担（施設・設備、ローカルコスト負担など合計）  

現地通貨 RM 931,648（約 2,800万円） 
II．評価調査団の概要 

調 
査 
者 

（ 担当分野：    氏   名               職   位          ） 
総  括  中川 和夫   JICA 農業開発協力部長  
農業機械 加茂 幹男   農業・生物系特定産業技術研究推進機構  
             近畿中国四国農業研究センター傾斜地基盤部長  
飼料生産 塩谷  繁    農業・生物系特定産業技術研究推進機構  
             畜産草地研究所家畜生産管理部乳牛飼養研究室長  
計画管理 明隅 礼子   JICA 農業開発協力部畜産園芸課  
評価分析 東野 英昭   株式会社ﾚｯｸｽ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（コンサルタント）  

  2003年 12月 14日～2003年 12月 25日 評価種類：終了時評価 
ⅰ  



III．評価結果の概要 
１．評価結果の要約 

(1) 妥当性：高い。 
      プロジェクト目標、上位目標とも、マレーシア国の農業政策と合致しており、終了時評価の時点におい
てもプロジェクトの妥当性は高い。 
     マレーシア国は、牛肉の 75%・牛乳乳製品の 95%を輸入しており、同国政府はこれらの自給率を高める
政策を押し進めており、2010 年までに牛肉・乳製品ともその国内生産量を倍増するとしている。一方、反
芻家畜である牛の飼料には繊維質を多く含む牧草・飼料作物等が必須であるが、マレーシアの熱帯湿潤気

候に適した良質牧草類は少なく、繊維質飼料不足が同国の反芻家畜の増産を阻んでいる。従って、繊維を

多く含む OPF の飼料化は、牛肉・乳製品の国内生産量を向上しようとするマレーシアの国策及び酪農家の
ニーズと整合している。 

     また、OPF の利用による粗飼料供給の増加を通じて、マレーシア国の畜産業が発展し、牛肉や牛乳など
の自給率が向上することは、将来、マレーシア国民のニーズを満たすことになることと考えられる。 
 

(2) 有効性：F/U期間における有効性は高い。 
1) F/U期間においては、先の 5年間のプロジェクトで実施された活動項目の大半が継続された他、未完了
であった活動項目が実施された。未完了の活動項目は、太陽熱を利用した乾燥技術の開発、OPF 飼料製
造パイロットプラントの改善等である。また、新たに “5S”や“KAIZEN”活動などのプラント管理運営技
術が導入された。 
これらの技術改善が適確に遂行された結果、“パッケージ”としての OPF 飼料の生産技術が確立され、
パイロットプラントに、当初目標の製造能力が備わった。 
2) 試験農場、民間農家での家畜飼養試験が行われ、現地の条件に即した飼養技術が開発された。 
3) OPF 粗飼料開発の関連分野に於ける論文発表、出版物の作成、展示会の開催などにより、官・民のセ
クターの関心が高まった。 

 

(3) 効率性：高い。 
1) 日・マ両政府による投入は、量、質、タイミングの全てにおいて概ね適切に実施された。日本側の調

整員が三カ月ほど不在の時期があったが、長期専門家とカウンターパートの連携により、プロジェクト

の運営に支障なく乗り切った。OPF 原材料の収穫、太陽熱乾燥、パイロットプラント内設備改善のため
の予算が前倒しで執行され、これにより、F/Uにおける活動が円滑に開始された。 
2) 長期専門家、短期専門家による技術移転、日本における研修が効果的に組み合わされ、着実な成果を
上げた。 

 

(4) インパクト：正のインパクトが見られる。 
1) プロジェクト計画時に設定された上位目標については、マレーシア国の畜産振興に言及しており、最
終目標に準ずる内容のため、プロジェクトの枠内での達成は難しいと判断される。今後、様々な支援活

動と、政府機関の調整が、上位目標の達成に必要である。 
2) 家畜用飼料としては新しい素材である OPF を扱い、技術開発を進めてきた結果、多くの技術的知見が
得られ、30以上の論文・出版物としてとりまとめられた。これらの成果により、MARDIは、OPF飼料の
技術普及に自信を深め、インキュベータシステム（技術普及のための助成方式：民間から研修員を募集

し、半年から 1 ﾈﾝプラントで実際に作業をしながら技術を習得させ、新たに OPF飼料化事業を開始する
場合に各種優遇措置を与える）の実施を企画し、来年度より自主的に運営していく計画を策定した。 
3) 上記に関連し、MARDIは JICAと連携して現在 3件の特許（自走式 OPF収穫機、OPF混合飼料）を申
請中である。 
4) プラント勤務のスタッフは、“5S”や“KAIZEN” 活動に熱心に取り組み、プラントの維持管理、安全管
理、品質管理など、プラント運営管理の技術的スキルを身に付けただけでなく、組織的、自主的にプラ

ント運営に取りくむようになった。 
 

(5) 自立発展性：マレーシア側による将来の自主運営は可能である。 
1) 組織・制度面：MARDIは、およそ 2,800名のスタッフを有するマレーシア有数の研究機関である。プ
ロジェクトに配置されたカウンターパートは潜在能力にも優れ、プロジェクト活動を通じて十分な経験

を積んだ。従って、組織としてプロジェクトを運営していく上での大きな問題は見当たらない。 
2) 財政面:技術面： MARDI は、プロジェクト活動に適切な投入を行ってきているが、今後もパイロット
プラントに於ける OPF 飼料生産を継続していく上で、原材料の調達・搬送・プラント運営等に多額のコ
ストがかかるため、MARDIに対する財政面での確実な支援が必要条件となる。 
3) その他：プロジェクトの便益を持続させるには、インキュベータシステムを通じて、民間セクターに

OPF 飼料を普及することが不可欠である。最近、オイルパームプランテーションからの引き合いも増え
ているが、インキュベータシステムの詳細計画はまだ作成されていない。MARDIから民間セクターに当
該の技術が普及するには、まだ若干の時間が必要であると思われる。 
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２．効果発現に貢献した要因 

   (1) 計画内容に関すること 
プロジェクトの計画策定の細部については、上位目標とプロジェクト目標との乖離、指標の設定、ター

ゲットグループの不明確さなどの問題が見られたが、プロジェクト実施の妥当性が高く、マレーシア国の

実情に合致していたため、活動の推進に意思決定機関の賛同が得られやすかったと思われる。 
 
(2) 実施プロセスに関すること 
1) 専門家と現地カウンターパートの協調関係が良好であり、現場の状況を熟知しているスタッフの“知恵” 
を活かすことが出来る運営体制が構築されていた。 
専門家とカウンターパートとの間の打ち合わせが頻繁に行われ、実際に C/P のアイデアが、技術改善
に取り入れられた。 
2) パイロットプラント勤務のスタッフについては、“５Ｓ”や“KAIZEN”活動の導入で、技術面だけでなく、

“心構え”を学んだことにより、組織として機能し、技術向上がより効果的になった。 
3) 日・マ両国政府による適確な投入が行われた（長期専門家、短期専門家による技術移転と、日本での
研修が効果的に組み合わされたこと、専門性を持ったカウンターパートが配置されたこと等）。 

 
３．問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 
  プロジェクトの妥当性は高いものの、計画内容については、ターゲットグループ、上位目標、指標など

の設定、論理的な関係に改善すべき部分が有った。特に、指標については、具体性、現実性に欠けた内容

であった。 
 
(2) 実施プロセスに関すること 
1) パイロットプラントの基本設計における設備のレイアウト、設備の仕様等に、実際の生産活動に合致

していない面が見られたため、改善に多くの時間が費やされた。 
2) OPF原料の調達に制限が有った。UPM（国立プトラ大学：MARDIに隣接）のプランテーションを借り
上げたが、規模が小さく、また、プラントまでの距離が遠かった。 

 
４．結論 

プロジェクト関係者との一連の協議及び現場視察の結果から、日本人専門家、マレーシア側 C/P が一体とな
って課題に取り組んだ結果、2年前に行われたプロジェクト終了時評価時に示された提言の内容について、ほぼ
解決されたと判断する。 
現時点で、残された期間中に解決すべき課題も存在するが、R/Dに示された成果とプロジェクト目標について
は、概ね達成されており、残された課題についても、十分な技術と知識を習得したマレーシア C/P が、独力で
対応可能であると考えられる。 
  従って、プロジェクトは R/Dに示された 2004年 3月 14日を以て協力期間を終了する。 

 
５．提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

(1) プロジェクトチームは、残りのプロジェクト協力期間に、残された課題の解決に全力を尽くすべきであ
る。 
 

(2) MARDIは、プロジェクトを通じて開発された技術の普及を自主的に行うべきである。“インキュベータ”
システムの実施と国内の OPF 飼料利用者に対する普及に全力で取り組み、また、第一産業省、財務省等、
国内の関係機関との協力関係を構築していくことが重要である。 
 

(3) 2004年 2月 17日に予定されている最終セミナーは、プロジェクトの成果の発表の場としても、また、人々
の当該技術への関心を高め、普及戦略を講じる上でも絶好の機会であることに留意し、開催すべきである。 
 

(4) 現在申請中の特許については、MARDI は JICA と協議の上、速やかに取得できるように努力すべきであ
る。また、第三国が当該特許技術の使用を JICAに求めた場合には、JICAとMARDI間の緊密な協議の上で、
対応することとする。 
 

(5) 飼養管理実験は、プロジェクト協力期間終了後も、MARDIの手で継続して実施することが必要である。
実験データの数（サンプル数）を増やし、データの信頼性を向上することにより、ユーザーに対して OPF
飼料の利点を、より明確に示すことが可能になるであろう。 
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(6) 協力期間後に、パイロットプラントを効果的に運営するためには、維持管理システムの構築が重要とな
る。予算措置と、必要な補充人員の配置を含めた検討を行うべきである。 
 

(7) マレーシア国の畜産振興実現のために、MARDIは、プロジェクトで生み出された個々の技術の最大限の
活用手段も検討すべきである。例えば、細断した OPF チップを、それ以上の加工はしないで、そのまま家
畜に与えるなど、さまざまな案の検討が必要となろう。 

 
６．教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管理に参考と

なる事柄） 

(1) “心構え”や”規律“を指導することにより、カウンターパートへの技術移転をより効果的に発現させること
が出来る。パイロットプラントのスタッフは、専門家による技術の適確な移転に加え、“5S”（整理、整頓、
清掃、清潔、しつけ）や “KAIZEN”活動への参加から、日常の勤務態度や協力して活動することの重要性
に気づき、パイロットプラントの運営を自主的、組織的に行うようになった。 
 

(2) MARDI内におけるグループ間の連携がプロジェクトの成果に貢献した。例としては、飼養管理実験グル
ープからのフィードバック情報で、一部壊れやすかった OPF-TMキューブの形成技術が向上した。 
 

(3) プロジェクト目標は達成されたものの、プロジェクト計画策定時に設定された上位目標は、プロジェク
トの枠内では、達成が出来ない内容であると考えられる。より現実的な上位目標の設定のための検討が、

関係者、計画者、実施者により行われるべきであった。 
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第１章 終了時評価調査団の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

(1) 経緯 
マレーシア国内における畜産物の需要は増加傾向にあるが、同国における畜産業の歴史は

浅いため、十分な生産体制が確立されておらず、牛肉の自給率は 25％、乳製品においては 5％
に満たない状況にある。乳牛などの反芻家畜の産業振興には、粗飼料の安定的供給体制の確

立が不可欠であるが、粗飼料確保のための新たな草地造成などは森林資源保護の観点からも

困難な状況にある。  
 独立行政法人国際農林水産業研究センター（JIRCAS）は、こうした状況を改善するため
マレーシア農業開発研究所（MARDI）とともにマレーシア国の農業における主要作物である
油椰子（オイルパーム）の茎葉などを粗飼料として活用するための基礎的な共同研究を約 10
年間行い、オイルパームの粗飼料としての栄養学的価値を確認した。マレーシア政府はこの

共同研究の成果を踏まえ、オイルパームの茎葉を利用した粗飼料製造の実用化を図るため、

1994年 10月、プロジェクト方式技術協力を我が国に要請した。 
     これを受けて JICAは、OPF（Oil Palm Frond）を利用して粗飼料の安定的供給をめざす
ための OPF 飼料製造プラント開発、OPF 飼料の適切な飼養管理法開発などの技術協力を
1997年 3月より 5年間実施した。しかし、プラントの設置が遅れたことや、OPFが全く新
しい加工原料であるという特殊性が原因となり、OPF飼料製造プラントの安定的稼動に至ら
なかったためプロジェクト活動が大幅に遅延した。このため 2001 年に実施された終了時評
価において、プロジェクト期間内にプロジェクト目標を達成することは困難と判断されたこ

とから、2002年 3月より 2年間のフォローアップ（F/U）が開始された。 
     今般、2004年 3月 14日の活動期間終了に向けて、これまでの活動実績を評価するととも
に、今後に向けての提言及び教訓を抽出することを目的に、終了時調査団を派遣した。 

 
(2) 調査団の目的 
1) 技術協力フォローアップの開始から 2年間の実績（調査団訪問後の予定を含む）と計画
達成度を討議議事録（R/D）、暫定実施計画、及び PDMなどに基づき、評価 5項目（妥当
性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に沿って総合的に調査、評価する。 
2) 技術協力期間終了後に取るべき措置について協議し、その結果を日本、マレーシア両国
政府及び関係当局に報告・提言する。 
3) 今後、類似案件を効率的に立案・実施するため、本協力の実施による教訓・提言を取り
まとめる。 
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１－２ 調査団の構成 

1) 総括    中川 和夫  独立行政法人国際協力機構 農業開発協力部 部長 
2) 農業機械  加茂 幹男  独立行政法人農業・生物系特定産業技術研究機構  
                近畿中国四国農業研究センター 傾斜地基盤部 部長      
3) 飼料生産  塩谷  繁  独立行政法人農業・生物系特定産業技術研究機構 

畜産草地研究所 家畜生産管理部 乳牛飼養研究室 室長 
4) 計画評価  明隅 礼子  独立行政法人国際協力機構 農業開発協力部畜産園芸課 職員 
5) 評価分析  東野 英昭  株式会社レックス・インターナショナル（コンサルタント） 

 
１－３ 調査日程 

2003年（平成 15年）12月 14日～12月 25日 
日時 訪問先 日本側 

評価 

調査団 

ﾏﾚｰｼｱ側

評価   

調査団

12/14 

(日) 

10:30 

17:05 

成田発(MH089) 

クアラルンプール到着 (東野団員のみ) 

 

 

 

12/15 

(月) 

 インタビュー調査 (東野団員のみ) ○  

12/16 

(火) 

 

10:30 

17:05 

インタビュー調査 （東野団員のみ） 

成田発(MH089) 

クアラルンプール到着（中川団長、加茂団員、塩谷団員、明隅団員） 

○  

12/17 

(水) 

 

09:00 

10:20 

11:30 

15:00 

16:00 

JICAマレーシア事務所打合せ 

日本大使館表敬 

マレーシア農業省表敬 

MARDI Director-General表敬 

日本人専門家との打合せ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

12/18 

(木) 

09:30 

11:00 

15:00 

合同評価委員会（評価方法説明）  

オイルパーム園及びプラント視察  

プレゼンテーション (Review of Activities) 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

12/19 

(金) 

 

08:30 

15:00 

合同評価委員会 (Reviews of Activities) 

日本人専門家との打合せ及び団内打合せ 

○ 

○ 

○ 

 

12/20 

(土) 

 評価レポート作成 ○  

12/21 

(日) 

 団内打合せ及び日本人専門家との打合せ ○  

12/22 

(月) 

09:30 合同評価委員会 ○ 

 

○ 
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12/23 

(火) 

09:30 

14:30 

合同調整委員会（Joint Coordinating Committee: JCC) 準備 

JCC、ミニッツ署名・交換 

○ 

○ 

○ 

○ 

12/24 

(水) 

11:00 

15:00 

経済企画局（Economic Planning Unit: EPU）報告 

オイルミル見学 

○ 

○ 

 

12/25 

(木) 

11:05 

18:35 

クアラルンプール発(MH070) 

成田着 

  

 
１－４ 主要面談者 

＜マレーシア側＞ 
(1) マレーシア農業開発研究所（MARDI） 

Y. Bhg. Datuk Dr. Saharan bin Hj. Anang Director General 
Mr. Ahmad Tajuddin bin Zainuddin  Director,  

Economy and Technology 
Management Research Center  

Dr. Mohd. Khusahry Mohd. Yusoff  Director/Project Manager, 
      Strategic Livestock Research  

Center  
   Dr. Engku Azahan Engku Ahmad  Assistant Director/Assistant  

Project Manager, Strategic 
Livestock Research Center 

   Mr. Mat Daham Mat Daud   Station Management Center 
   Dr. Mohd. Jaafar Daud Strategic Livestock Research 

Center 
Dr. Wan Zahari Mohamed Project Coordinator, Strategic 

 Livestock Research Center 
Mr. Sarmin b. Sukir Economy and Technology 

 Management Research Center 
(2) マレーシア農業省 

Mr. Sukandar Abdul Latif Undersecretary, Strategic 
 Planning and International 
 Division 

Ms. Wan Azizah wan Jaffar   Principal Assistant Secretary,  
International Section, Strategic 
Planning and International 
Division 

Mr. Tuan Haji Idris Abu Bakar  Industry Development, 
Department of Veterinary 
Services 

 3



 
(3) マレーシア経済企画庁（EPU：援助窓口機関） 

Ms. Harvider Kaur Senior Director, Agriculture 
Section 

 
＜日本側＞ 
(1) 在マレーシア日本大使館 
   細野 真一                           参事官    
   山崎 敬嗣                           一等書記官 
 
(2) JICAマレーシア事務所 
   樋田 俊雄                           所長 
   佐々木十一郎                          次長  
   植木 雅浩                           所員 
 
(3) マレーシア国未利用資源飼料化計画フォローアップ・プロジェクト専門家 
   佐藤 純一                           チーフアドバイザー／家畜管理  
   赤松 志保                           業務調整 
   古市 信吾                           農業機械 
 
１－５ 終了時評価の方法 

  (1) 合同評価 
     日本側評価調査団は、マレーシア側評価委員と合同評価委員会を結成し、カウンターパー
ト機関（MARDI）へのインタビュー調査・協議、現地視察などを行い、評価 5項目に沿って
総合的に評価調査を実施した。評価結果は合同評価報告書として取りまとめ、合同調整委員

会にて報告した。また、合同調整委員会の協議結果をミニッツに取りまとめ、署名・交換を

行った。 
 
＜マレーシア側評価委員＞ 
1) Machinery (Co-chairperson of Joint Evaluation Committee) 

Dr. Ibni Hajar b. Rukunudin  

Director, Mechanization & Automation Research Center, MARDI 

2) Animal Nutrition 

Dr. Abdul Razak Alimon  

Assoc. Prof., Department of Animal Science, University Putra Malaysia 

3) Animal Feeds/Livestock 

Dr. Vincent Ng  

Director, Commodity Division, Department of Veterinary Services, Ministry of Agriculture 

4) Economy 
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Dr. Y.M. Tengku Ariff b. Tengku Ahmad  

Deputy Director, Economic and Technology Management Research Centre, MARDI 

 

(2) プロジェクトデザインマトリックス（PDMe）の策定 

評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDMe）は、2001年に実施された前回の終

了時評価後にプロジェクト目標の指標（「技術体系の確立」及び「OPF飼料問い合わせ件数」）

を追加したものを使用した（付属資料 1及び付属資料 2の Annex4を参照）。 

成果 1．の「オイルパーム茎葉及びその他の副産物を飼料に加工する飼料製造技術が開発さ

れる」の指標「プラントから年間 2 千トンの OPF 飼料が生産される」については、OPF の材

料供給源が限られていたことや、プラントが試験・研究目的に使用されていたこと、プラント

の年間稼動が現実的には不可能であったことなどの理由により、パイロットプラントの能力を

測るのは物理的に不可能であると判断された。したがって、合同評価委員会での合意の下で、

当初の指標にかえて OPF 収穫作業技術やプラントの太陽熱乾燥技術、時間当たりの飼料製造

能力など個々のコンポーネントでの実証値から理論上の年間生産量を推計して評価を行った。 

 

(3) 評価の方法 
日本・マレーシア双方の評価委員から成る合同評価チームは、カウンターパート機関である

MARDI におけるインタビュー調査・協議に基づいてプロジェクトの進捗と課題を調査し、

PDMeに照らしてプロジェクト達成度を把握した。それらに加えて、農業省などの関係機関と

の協議・意見交換並びに現地視察を行い、評価 5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

自立発展性）の観点から判断した総合評価結果を合同評価報告書に取りまとめた。 
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第２章 プロジェクトの進捗状況について 

 
２－１ プロジェクトの概要 

(1) 上位目標 
    オイルパーム産業の農業副産物を利用した飼料の安定供給によってマレーシア国の畜産振
興を図る。 

 
(2) プロジェクト目標 
    オイルパーム副産物を飼料に変換する効率的、実用的技術が開発される。 
 
(3) 成果 
1) オイルパーム茎葉及びその他の副産物を飼料に加工する飼料製造技術が開発される。 
2) オイルパーム副産物飼料による家畜飼養管理技術が開発される。 
3) 畜産現場における飼料の適用性が実証される。 

 
(4) 活動内容 
1) 飼料製造法の改良（原料供給） 

a) 原料収穫・収集技術を開発する。 

b) 原材料のハンドリング・輸送方法の改善を行う。 

c) 原料前処理法を改善する。 
2) 飼料製造法の改良（飼料製造プラント） 

a) 設計・施工を実施する。 

b) 製造工程を改良する。 

c) プラント運営管理の評価を実施する。 
3) 飼料の品質改善・評価の実施 

    a) 原材料分析を実施する。 

   b) 製造粗飼料の成分分析を行う。 

    c) 飼料栄養を改善する。 

   d) 製品の評価を行う。 
4) 家畜飼養管理技術の改善 
   a) 飼養試験設計を行う。 

   b) 飼養試験を実施する。 

   c) 飼養技術を改善する。 

   d) 飼養管理技術の評価を行う。 
5) 製造飼料の経済評価 
    a) 飼料コストの分析を行う。 

    b) 飼料の市場評価を実施する。 
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２－２ 投入実績 

 投入の詳細は、ミニッツ（付属資料 2）を参照されたい。 
 
(1) 日本側の投入 
1) 専門家派遣 

     計 3名の長期専門家及び計 6名の短期専門家が派遣された。  
2) 機材の供与 

     太陽熱乾燥関連機材、OPFミキサーなどの機材が供与され、プロジェクト目標の達成のた

めに効果的に使用された。 
3) カウンターパート研修受入 

     計 10 名のカウンターパートが日本で研修を受けた。カウンターパート研修は、短期専門

家派遣と連携して行われ、技術移転の促進に大きな役割を果たした。 
4) ローカルコスト負担 
    プロジェクトのローカルコストの一部を日本側が負担した。 

 
(2) マレーシア側の投入 
1) カウンターパート、事務職員の配置 

     マレーシア側は、プロジェクトの実施期間中に計 35 名のカウンターパートを配置した。

この中で 5名のカウンターパートはフォローアップ期間中に新たに配置された。また、事務

職員及び運転手についても、プロジェクトの円滑な実施のために協力して業務を行った。 
2) ローカルコスト負担 
    プラント稼動やメンテナンスのための費用の一部がマレーシア側によって負担された。こ
の中には、機材修理、原料供給、燃料、飼料用袋、その他の消耗品が含まれる。 

    また、Intensive Research Priority Area(IRPA)プロジェクトの基金がプロジェクト活動のため

に利用された。この基金により、実験、分析、交通費、日当、人件費、機材修理、セミナー

開催・参加に係る費用などがまかなわれた。 
 
２－３ プロジェクト目標の達成度 

(1) プロジェクト目標の達成度 
プロジェクト目標：オイルパーム副産物を飼料に変換する効率的、実用的技術が開発され

る。 
     F/U期間中に当初のプロジェクト目標を達成することができたと結論づけられる。 
各コンポーネント（材料供給、乾燥、プラント成形、飼養試験など）の改良を通じて、OPF
を材料とした飼料の質が向上した。確立された技術は、エンドユーザーへは十分に普及して

いないものの関係者の関心を引き付けており、今後の技術普及のためには飼養試験及びデー

タの収集が引き続き必要である。また、ユーザーの信頼については、飼養試験により部分的

に実証されている。 
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(2) 成果の達成度 
成果１：OPF及びその他の副産物を飼料に加工する飼料製造技術が開発される。 
指標 ：①プラントから年間 2千トンの OPF飼料が生産される。 
②既存飼料相当の品質を有する。 

OPF の材料供給源が限られていたこと、プラントが試験/研究目的に使用されていたこと、

OPF飼料の需要が現時点では十分にないこと等の理由により、指標�の達成は困難であった。

しかしながら、F/U 期間中に新収集作業技術や太陽熱乾燥技術の開発により大幅に飼料製造

の能率が向上し、1 時間当たり 2 トンに達したことから、プラントは年間生産量 2 千トンを

達成できる性能となったと結論づけられる。 

     また、ICP-MSで分析した OPF飼料中の鉛含量は、日本の安全基準（3mg/kg）以下であり、

指標②は達成された。 
 
成果２：オイルパーム副産物飼料による家畜飼養管理技術が開発される。 
指標 ：肉牛・乳牛の OPF家畜管理技術の標準化 
肉牛については、大規模なオイルパームプランテーションにおいて OPF混合飼料（OPF-TM 

飼料）を給与した結果、対照区の 2 倍近い増体を示した。また、乳牛については、小規模酪

農家において OPF混合飼料の飼養試験を行った結果、産乳量の増加に効果が見られた。 

プロジェクト期間中に、OPF 給与による家畜飼養試験のデータを基に、肉牛及び乳牛の飼

養管理マニュアルが策定されており、指標は達成されたと判断される。 
 
成果３：畜産現場における飼料の適応性が実証される。 
指標 ：市場競争力 
   パイロットプラントの OPF飼料製造コスト分析により、OPF-TM飼料は 1トン当たり 

414RMであるが、OPF完全飼料は 1トン当たり 157RMという結果となった。これは、マレ

ーシア国内において、米糠、干草、小麦等の飼料の市場価格より安価であり、市場競争力は

あると判断できる。 
 
(3) 上位目標達成の見込み 
上位目標：オイルパーム産業の農業副産物を利用した飼料の安定供給によってマレーシア

国の畜産振興を図る。 
    プロジェクト目標と上位目標の間に乖離が大きく、当初設定された上位目標は、プロジェク
トの枠組みの中では短期間に達成することが困難であると考えられる。それゆえ、上位目標達

成のためには、関係機関が連携し、長期間にわたって様々な支援活動を行うことが必要となる。 
    特に、プロジェクト期間中に開発された技術であるインキュベーターシステムを、他の関係
機関と連携した上で普及させることが、上位目標達成には不可欠である。 
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２－４ 各分野の達成度 

 TSIに沿って各活動の達成状況を調査したところ、下記の活動 1～5に係る達成度は以下のとお

りである。 

活動 1．材料供給と太陽熱乾燥システム 

活動 2．OPF乾燥成形実験プラント 

活動 3．飼料品質の改善 

活動 4．飼養管理技術の改善 

活動 5．経済評価 

 
活動 1．材料供給と太陽熱乾燥システム 

F/U 活動以前の本体プロジェクトでは、人力を主体とする中小型機械化システムの開発が行わ

れたが、OPF 乾燥成形パイロットプラントの生産能力を下回っていた。このため、F/U 期間中、

複数作業が同時に行える高能率機械化システムの開発が取り組まれた。開発された OPFハーベス

ターは、オイルパーム農園内において OPFの拾い上げとともに、細断、荷受けの各作業を同時に

行い、荷下ろし作業を円滑に行えるようになった。開発した OPFハーベスターの作業能率はほぼ

人力 30人分に匹敵し、パイロットプラントの大規模生産能力に十分対応できるものである。 

 太陽熱乾燥システムについては、F/U活動期間中に乾燥面に対して 45度傾けた大型送風機が設

置され、自動攪拌・混合装置の攪拌・運行方式を改善した新しい太陽熱乾燥ハウスが開発された。

新たな太陽熱乾燥ハウスの乾燥能力は、本体プロジェクトの開始時に導入された太陽熱乾燥ハウ

スの 5～10 倍に匹敵し、これらの改良によって人工乾燥工程における乾燥経費が大きく節減され

た。 

 
活動 2．OPF乾燥成形実験プラント 

F/Uの活動期間中は、本体プロジェクトにおいて導入された OPF乾燥成形パイロットプラント

の各機械装置が OPF材料に適合できるよう改造する計画が検討され、必要な改造・改良が実施さ

れた。その結果、OPF 成形飼料の安定した製造が可能になった。それに加えて、安全、保守、及

び品質などを含めたパイロットプラントの管理が、日本の「5S（整理、整頓、清掃、清潔、しつ

け）活動」や「KAIZEN活動」などの工場管理技術の導入によって大きく改善された。 

 新たな太陽熱乾燥システムによって乾燥能力の向上と安定化が実現されたが、人工乾燥工程に

おける初期水分は太陽熱乾燥時の気象条件によって大きく影響されることから、残された F/U の

活動期間内に、初期水分に影響されない人工乾燥技術を確立することが重要である。 

 

活動 3．飼料品質の改善 
飼料品質の改善に関わる全ての項目は、F/U期間中にスケジュール通り達成された。 

ICP-MS（誘導結合プラズマ質量分析装置）で分析した OPF飼料中の鉛含量は、日本の安全基準

（3mg/kg）以下であった。肉牛及び乳牛用飼料として最適な OPF Total Mixture飼料中の OPF混合

割合は、30％であった。OPF 製造工程における品質安定生産技術の確立のために品質管理マニュ

アルが作られた。 
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活動 4．飼養管理技術の改善  
 飼養管理技術の改善に関わる全ての項目は，F/U 期間中にスケジュール通りに達成される見込

みである。 

 試験場及び農家における飼養試験の結果から、OPF混合成形飼料（OPF-TM-Cube）は養分バラ

ンスが良く乳牛及び肉牛生産に適していることが示された。 

 OPF-TM飼料を用いた飼養法と慣行飼養法とを比較した試験の結果は次のとおりである。 

a) 乳牛において、産乳量と牛乳成分に差が認められず、OPF-TM 飼料は飼養管理の省力化に有

効であった。 

b) 肉牛において、小麦、Palm Kernel Cake(PKC)、牧草などを食べさせた牛の平均日増体量が

0.24kg/日に対し、OPF-TM飼料を給与した牛の平均日増体量は 0.93kg/日であった。 

c) OPF-TM飼料の給与により、体重 200kgから 320kgまでの肥育期間を 500日から 129日まで短

縮することができた。 

d) OPF-TM飼料の給与により、と体重が 107kgから 109kgに、また、ロース芯面積が 7.4cm2か

ら 8.1cm2に増加した。 

   マレーシア国内における飼養管理マニュアルの利用範囲の拡大に向けて、様々な地域条件や

飼養形態の下で飼養試験を継続する必要がある。 

 

活動 5．経済評価  
 OPF成形飼料の製造コスト分析が行われ、その結果をもとに、製造コストの一層の低減化と OPF

乾燥成形パイロットプラント効率化のためのシステム改良が実行された。また、OPF-TM-Cubeを

活用する畜産経営モデルが構築された。 
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第３章 評価結果 
 
３－１ 妥当性 

プロジェクト目標、上位目標とも、マレーシア国の農業政策と合致しており、終了時評価にお

いてもプロジェクトの妥当性は高い。 

マレーシア国は、牛肉の 75%・乳製品の 95%を輸入に依存しているため、同国政府はこれらの

自給率を高める政策を押し進めており、2010年までに牛肉・乳製品ともその国内生産量を倍増す

るとしている。反芻家畜である牛の飼料には繊維質を多く含む牧草・飼料作物等が必須であるが、

マレーシアの熱帯湿潤気候の適した良質牧草類は少なく、繊維質飼料不足が同国の反芻家畜の増

産を阻んでいる。したがって、繊維を多く含む OPFの飼料化は、牛肉・乳製品の国内生産量を向

上しようとするマレーシアの国策及び酪農家のニーズと整合している。 

また、OPF の利用による粗飼料供給の増加を通じてマレーシア国の畜産業が発展し、牛肉や乳

製品などの自給率が向上することは、将来マレーシア国民のニーズを満たすことになると考えら

れる。 
マレーシアにおいては、350万 haのオイルパーム園から年間 1,100万トンに達するパームオイ

ルを生産しており、極めて重要な産業である。オイルパーム果実収穫時に切り落とされる OPFは

使途がなく、大量のバイオマスとして放置されるので、病害虫の温床となる。OPFはまた CO2へ

の分解は、農業環境ばかりでなく地球環境への影響も懸念されるため、OPF の有効利用は土地生

産性を向上するばかりでなく、環境対策にも結びつくことから日本側援助政策との整合性も高い。 

 
３－２ 有効性 

 F/U期間におけるプロジェクトの有効性は高い。 

 F/U 期間中は、ほぼ全専門分野にわたるプロジェクト活動課題を前 5 年間本体プロジェクトか

ら引き継ぐとともに、残された課題への取り組みが効率的に遂行された。残された課題は材料供

給と太陽熱乾燥システムにおける乾燥能力の向上と安定化であり、OPF 乾燥成形実験プラントの

改良・改造及びプラントの新たな保守管理技術の導入などである。 

 太陽熱乾燥システムや OPF乾燥成形パイロットプラントの改造・改良に取り組んだ結果、収穫

から乾燥成形までの総合的な OPF乾燥成形技術が確立され、安定した OPF成形飼料の生産が可能

となった。したがって、OPF 乾燥成形パイロットプラントは、到達目標能力を達成するのに十分

な技術的かつ潜在的能力を有しているといえる。加えて、「5S 活動」や「KAIZEN 活動」などの

工場保守管理技術の導入により、実験プラントの運営担当者達は安全、保守及び品質についての

管理技術を修得し、意識の向上も図った。 

 また、OPF 飼料の給与試験が試験場と個人農場で実施された結果、実用的な飼養技術が開発さ

れた。 

関連分野における発表や印刷物、説明会などを行い、公的機関及び民間部門の両方から多くの

注目を集めた。 
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３－３ 効率性 

 F/U期間におけるプロジェクトの効率性は高い。 

 F/U 期間中は、プロジェクトの実行に必要な資材は、日本及びマレーシア両国によってタイミ

ング良く投入され、各種の技術的側面において重要な改良・改造が効率的に実行された。日本側

は、2003 年 6月から 2003 年 9月までの 3カ月間コーディネーターの不在期間があったが、長期

派遣専門家及び C/Pスタッフはお互いに助け合ってプロジェクト活動の遂行にあたった。OPFハ

ーベスターの開発や太陽熱乾燥施設の改造に係わる予算は、F/U の開始とともに迅速な取り組み

が行えるように、5年間本体プロジェクトの最終年に先行して割り当てられている。 

 

３－４ インパクト 

 プロジェクト実施の作用により正の効果が見られる。 
(1) 上位目標はプロジェクト計画時に設定されたが、プロジェクトの枠内で達成するのが困難
と考えられる。それゆえ、上位目標の達成には長い期間や様々な支持活動ならびに政府関係

諸機関の協力などが必要である。 
(2) 家畜用飼料として未利用の新しい資源である OPFの処理加工技術の開発により、様々な科

学的発見や技術が成果として生み出された。このような科学的発見や技術開発に基づき、プ

ロジェクトに関連した論文や資料が 30以上も提出されている。これらの事実は、OPF生産に

おけるMARDIの自信を確固たるものにした。結果として、MARDIは自らの手で技術普及を

図り、産業界に技術を移転するための「インキュベーター・システム」の創設を決定した。 

(3) 科学的発見や技術開発に基づき、3種類の特許出願を JICAと協力してMARDIによりSIRIM

（Standards and Industry Research Institute, Malaysia）に提出した。プロジェクト活動を通じて

得られた知的財産は、将来的にMARDIの財政基盤の強化につながると期待される。 

 
 パイロットプラントのスタッフは、安全管理や維持管理ならびに「5S活動」や「KAIZEN活動」

を通した品質管理やその技術移転を含むプラント管理術も獲得した。このことは、パイロットプ

ラントのスタッフ間の相互理解を高め、協力体制を作り上げるための大きな要因となった。 

 
３－５ 自立発展性 

マレーシア側による自主運営は将来的には十分可能である。 
(1) 組織・制度面：MARDIは、およそ 2,800名のスタッフを有するマレーシア有数の研究機関

である。プロジェクトに配置された C/P は潜在能力にも優れ、プロジェクト活動を通じて十

分な経験を積んだ。したがって、組織としてプロジェクトを運営していくうえでの大きな問

題は見当たらない。 
(2) 財政面・技術面：MARDIはプロジェクト活動に適切な投入を行ってきているが、今後もパ

イロットプラントにおける OPF飼料生産を継続していくうえで、原材料の調達・搬送・プラ

ント運営などに多額のコストがかかるため、MARDIに対する財政面での確実な支援が必要条

件となる。 
(3) プロジェクトの便益を持続させるには、インキュベーターシステムを通じて民間セクター

に OPF飼料を普及することが不可欠である。最近、オイルパームプランテーションからの引
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き合いも増えているが、インキュベーターシステムの詳細計画はまだ作成されていない。

MARDIから民間セクターに当該技術が普及するには、若干の時間が必要であると思われる。 
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第４章 提言と教訓など 

 
４－１ 結論 

 本調査の結果、当初設定されたプロジェクトの課題はほぼ達成されており、一部遅れが見られ

るものの C/P がプロジェクト終了後も独自に継続できることが確認された。また、前回の終了時

評価の提言事項については日本人専門家及び C/P が協力的に対応策を実行に移していることから、

プロジェクトは予定通り 2004年 3月 14日をもって終了するのが妥当と判断された。 

 合同評価委員会はこれらの評価結果を合同評価報告書に取りまとめ、合同調整委員会にて報告

した。合同調整委員会は本報告書を承認し、日本・マレーシア双方によりミニッツ（付属資料２）

の署名・交換を行った。 
  
４－２ 提言 

 合同評価委員会は、プロジェクトの自立発展性を確保するために、以下の点についてプロジェ

クトチーム及びMARDIに対する提言を行った。 
(1) プロジェクト終了時までの 3カ月間、引き続き目標達成に向けて努力すること。 
(2) プロジェクト活動の成果の普及については、インキュベーターシステムの実施を含め、各 
関係省庁と連携したうえで、マレーシア側の主体的な取り組みが重要であること。 
(3) 2月 17日に予定されている最終セミナーについては、多くの関係者に対するプロジェクト

成果の広報や、今後の普及発展のための方策について関係者と議論する絶好の機会とするよ

う努めること。 
(4) 現在申請中の特許については、できるだけ早く取得ができるよう JICA事務所と連携を取り

つつ、必要な手続きを行うこと。また、第 3国から JICAに特許使用申請があった場合には、

JICAはMARDIに相談をすること。 
(5) プロジェクト期間中及び終了後も飼養試験を継続し、データの信頼性を得るためにサンプ
ル数を増やすこと。 
(6) プロジェクト終了後にプラントを効率的に活用するため、財政面、人材面を含め維持管理
体制の確立が重要であること。 
(7) マレーシアの畜産業振興のために、プロジェクト活動で得られた個々の技術を最大限に利
用すること。例えば、細断した OPFチップを成形しないまま家畜に給与することが考えられ

る。 
 
４－３ 教訓 

 本プロジェクトを通じて得られた教訓としては、以下の点が挙げられる。 
(1) プロジェクト期間中に日本人専門家により積極的に紹介された「5S活動」「KAIZEN活動」

は、スタッフ間の相互理解を促し、スタッフのプラント運営技術に良い影響を及ぼした。ソ

フト面における効果が相乗効果となって、効率的なプラント改善・改良というハード面での

効果をもたらした。 
(2) MARDIのセクション間の連携がプロジェクト目標達成に大きく貢献した。例として、飼 
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養試験担当のセクションからのコメントが OPF飼料製造にフィードバックされたことが 

挙げられる。 

(3) プロジェクト目標は十分に達成されたが、プロジェクトの計画段階で設定された上位目標
については、プロジェクトの時間枠と活動内容では達成が困難であると考えられる。より現

実的な上位目標設定のための検討が行われるべきであった。これは、プロジェクトの形成段

階でプロジェクト関係者、計画者、実施者が慎重に検討すべきである。 
 
４－４ 今後の協力について 

 マレーシア側は、飼料の新原料として OPFを扱うことによって知り得た技術の有用性、インキ

ュベーターシステムを通しての同技術の普及の重要性を認識し、畜産分野全体に係る助言、技術

支援（インキュベーターシステムの促進を含む）を JICAに要請した。調査期間中の合同調整委員

会（Joint Coordinating Committee: JCC）において、本調査団が、帰国後にこの要請を本邦関係機関

に伝える旨回答したが、関連する課題に総合的に取り組むことが重要であるので、先方の取り組

み（普及戦略や畜産振興の中での位置づけなど）や状況を注視しつつ、先方の自立発展を阻害し

ない範囲で新規の協力については慎重に検討する必要がある。 
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 １．プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDMe）（和文） 
  
２．ミニッツ及び合同評価報告書 

  
 



1.プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDMe）（和文） 

マレーシア国未利用資源飼料化計画評価用 PDM 

プロジェクト名：マレーシア国未利用資源飼料化計画 F/U プロジェクト期間：2002 年 3 月～2004 年 3 月    

プロジェクト地域： マレーシア全国    ターゲットグループ：MARDI スタッフ  作成  2003 年 12 月 

プロジェクトの要約    指標 入手手段 外部条件

上位目標: 

オイルパーム産業の農業副産物を利用

した飼料の安定供給によってマレ-シ

ア国の畜産振興を図る。 

 

・OPF 飼料の需要 
 

 

 

資源の最適利用によって農業生

産者の収入を極大化することに

より、国家収入と輸出収入に対

する農業分野の寄与を増大させ

るという NAP3 の国家政策に変更

がない。 

プロジェクト目標: 

オイルパーム副産物を飼料に変換す

る効率的、実用的技術が開発される。

 

・一貫した技術体系の確立がなされて

いる。 

・OPF 飼料に関する問い合わせ数が増

加する。 

・ユーザーの信頼を得る。 

 

日本人専門家、C/P からの聞き取り 

 

飼料のユーザーからの聞き取り 

 

飼料のユーザーからの聞き取り 

 

オイルパーム生産に影響する災

害や新たな害虫が発生しない。 

 

マレーシア国内の畜産製品消費

が続伸する。 

成果: 

1.オイルパーム茎葉及びその他の副産

物を飼料に加工する飼料製造技術が開

発される。 

 

 

 

2.オイルパーム副産物飼料による家畜

飼養管理技術が開発される。 

 

3.畜産現場における飼料の適応性が実

証される。 

 

1.1 プラントから年間 2 千トンの OPF
飼料が生産される。 

 

1.2 既存飼料相当の品質を有する。 
 

 

2.肉牛・乳牛の OPF 家畜管理技術の標

準化 

 

3.市場競争力 

 

 

1.1 日本人専門家、C/P からの聞き取
り、プラント現場視察 

 

1.2 品質分析結果の内容検討 
 

 

2.日本人専門家、C/P からの聞き取り、

  管理技術内容の検討 

 

3.日本人専門家、C/P からの聞き取り 

 

開発された技術が地元産業に受

け入れられる。 

 

MARDI（内）の組織に大幅な変更

が生じない。 

 

MARDI の予算が削減されない。 

 

OPF 原料価格が異常に高騰しな

い。 
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MARDI 側の C/P 配置に大幅な変

更が生じない 

 

 

 

 

 

活動: 

1.1 飼料製造法の改良 
1.1.1  原料供給 

(1) 原料収穫・収集技術を開発する。

(2) 原材料のハンドリング・輸送方法

の改善を行う。 

(3)  原料前処理法を改善する。 

1.1.2 飼料製造プラント 

(1)  設計・施工を実施する。 

(2)  製造工程を改良する。 

(3)  プラント運営管理の評価を実施

する。 

 

1.2 飼料の品質改善・評価の実施 
(1)  原材料分析を実施する。 

(2)  製造粗飼料の成分分析を行う。 

(3)  飼料栄養を改善する。 

(4)  製品の評価を行う。 

 

2.家畜飼養管理技術の改善 

(1)  飼養試験設計を行う。 

(2)  飼養試験を実施する。 

(3)  飼養技術を改善する。 

(4)  飼養管理技術の評価を行う。 

 

3.製造飼料の経済評価 

(1)  飼料コストの分析を行う。 

(2)  飼料の市場評価を実施する。 

投入（F/U 期間） 

 

日本側 

1.専門家派遣 

長期専門家 （3名） 

チーフアドバイザー:1(24.0M/M） 

コーディネーター:1(15.3 M/M) 

農業機械:1(24.0 M/M) 

 

短期専門家 （5名） 

飼養管理法評価:1(0.9M/M) 

安全評価・有害物質分析:1(0.9M/M) 

プラント機械:1(0.9M/M) 

畜産経営シミュレーション:1(0.9M/M)

業務調整:1(6.5 M/M) 

家畜管理:1(0.4 M/M)  

 

2.機材、計測器、工具、素材、車両の

供与 

供与機材 

圃場収集作業機関係    約 1,700 万円

OPF 飼料製造プラント改修 

約 1,500 万円 

  

3.カウンターパート本邦研修:10 名 

(飼養管理評価:1 家畜飼養管理:2 

安全分析:1、機械化・乾燥作業:1、 

農業機械:1、プラント機械:4) 

 

4.ローカルコスト負担分 

約 140 万円

 

 

マレーシア側 

1.カウンターパート(35 名) 

プロジェクト・ディレクター:1 

プロジェクト・マネージャー:1 

飼養管理評価:1 

家畜飼養管理:2 

安全分析:1 

機械化・乾燥作業:1 

農業機械:1 

プラント機械化:4 

総務・事務員 

運転手 

 

2．土地・建物など 

プラント建屋など 

OPF 細断作業など 

 

3.ローカルコスト 

OPF 飼料製造プラント運営経費など 

 

前提条件: 

 

プロジェクトがマレーシア政府

及び関係機関に受け入れられ

る。 
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